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労働安全衛生総合研究事業  

平成 28-30 年度総合研究報告書：分担研究報告書 

生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発 

「腰痛の予防手法の開発」 

 

分担研究者 松平浩 東京大学医学部附属病院 

研究要旨 

厚生労働省調査にて、業務上疾病の発生件数は、腰痛が全職業性疾病の約 6 割を占め第 1 位であること、

社会福祉施設での腰痛届出数が顕著な増加を辿っていることなどから、腰痛対策は労働生産性を高める上

での喫緊の課題といえる。 

本研究では、腰痛対策を効率的に行うための「腰痛の予防手法のマニュアル」作成を目的として、まず

平成 28 年度には、職業性腰痛の実態、その要因および医療者の対応時の注意点に関する国内外の文献を

基に現状の知見を整理した。 

 

疾患の対策としては、高リスク群のみに限定して対策を行うハイリスク・アプローチは、高リスクと考

えられなかった大多数集団が潜在的なリスクを抱えていた場合、効果的な手法とは言えない。このため対

象を一部に限定せずに集団全体へアプローチを行い、全体としてリスクを下げ集団としての健康状態を向

上させるポピュレーションアプローチが注目を集めている。平成 29 年度には、腰痛のポピュレーション

アプローチとして効果的とされるエクササイズと教育のコンビネーションの効果検証のために、簡易で即

実践できる体操に加え、産業理学療法士からの科学的根拠に基づいた教育の有益性に関する大規模介入比

較試験を施行した。 

参加施設の職員数からサンプルサイズ設計を行い、全国 12 労災病院をクラスターとして、A:対照（無

介入）、B：腰椎伸展体操の普及・実践、C:B+産業理学療法士による腰痛教育・相談の実践の 3 群の無作為

比較試験を開始、介入前のベースライン調査を行った（3,381 名分の有効回答） 

腰痛の自覚症状改善の割合は A 群で 13.3%、B 群で 23.5%、C 群で 22.6％と介入群で上昇していた。ま

た腰痛予防対策の実行度はコントロール群で低くなっていた。多変量を調整した Logistic 回帰分析の結果、

B の介入（腰椎伸展体操の普及・実践）、C の介入（B の介入+産業理学療法士による腰痛教育・相談の実

践）とも有意に腰痛を改善（コントロール群の約 2 倍）することが分かった。また Fear Avoidance Beliefs 

Questionnaire（FABQ）が 15 点未満であること、すなわち腰痛にする恐怖回避思考が強くないことは腰痛

改善の因子であることが明らかになった。 

ポピュレーションアプローチに基づいた腰痛予防の介入研究を行い、介入群で腰痛の自覚的改善度、腰

痛予防対策の実行度が高くなっていることが明らかになったことにより、本研究で実施した介入手段（腰

椎伸展体操）の有用性が示唆された。 

 

以上の情報を利用して H30 年度に、「職場での腰痛対策の進め方」のタイトルにて「腰痛の予防手法の

マニュアル」作成した。 
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A.研究目的 

厚生労働省業務上疾病発生状況等調査にて、腰痛

における休業 4 日以上の業務上疾病の発生件数は、

全職業性疾病の約 6 割を占め第 1 位となっている。

平成 23 年の腰痛全届け出のうち社会福祉施設が

19%を占め、10 年で 2.7 倍という最も顕著な増加と

なった背景を踏まえ、19 年ぶりに改訂された「職場

における腰痛予防対策指針」(平成 25 年、厚生労働

省)では、重症心身障害児施設等に限定されていた適

用を、福祉・医療等における介護・看護作業全般に

拡大し、内容を充実させるに至った。つまり、介護・

看護従事者への腰痛対策は、産業衛生領域の喫緊の

課題といえる。また世界疾病負担研究にて 289 の疾

患や傷病のうち、腰痛が Years Lived with Disability 

(YLDs)のトップにランクされるなど、社会的損失や

健康面への影響の大きい腰痛への対策は global にも

重要な課題として位置づけられている。 

また疾患の対策としては、高リスク群のみに限定

して対策を行うハイリスク・アプローチは、高リス

クと考えられなかった大多数集団が潜在的なリスク

を抱えたていた場合、効果的な手法とは言えない。

このため対象を一部に限定せずに集団全体へアプロ

ーチをし、全体としてリスクを下げ集団としての健

康状態を向上させるポピュレーションアプローチが

注目を集めている。ポピュレーションアプローチと

は、対象集団全体へ働きかけて、罹患率を左右する

要因を制御することにより、全体の曝露の分布を良

い方向に移動させる試みのことで、ハイリスク集団

にアプローチするより、一見健康な集団にアプロー

チする方がはるかに予防効率がよいという「予防医

学パラドックス」に依拠する理論が基盤となってい

る。すなわちポピュレーションアプローチにおいて

は、ハイリスクではない集団に、リスクそのものを

軽減させる予防的啓発が重要視される。 

腰痛を例にポピュレーションアプローチにおける

有用なコンテンツを模索すると、2016 年に JAMA へ報

告されてシステマティックレビュー／メタ分析にお

いて、エクササイズと教育のコンビネーションが最

も発症リスクを減らすことが示されるとともに、近

年のシステマティックレビューにてもエクササイズ

を中心とした教育プログラムが医療経済的観点から

有益であることが示されている。 

ポピュレーションアプローチの際には、エビデン

スに基づいた効果的かつ効率的な資材が求められて

いるものの、腰痛予防に関しては、未だ整理されて

いないのが現状である。 

本研究では、産業衛生領域の喫緊の課題である腰

痛対策を効率的に行うために、「腰痛の予防手法のマ

ニュアル」を作成した。 

 

B. 研究方法 

平成 28 年度 

職業性腰痛の実態、その要因および医療者の対応

時の注意点に関する国内外の文献を基に現状の知見

を整理した。 

 

平成 29 年度 

参加施設の職員数からサンプルサイズ設計を行い、

全国 12 労災病院をクラスターとして、A:対照（無介

入）、B：腰椎伸展体操の普及・実践、C:B+産業理学

療法士による腰痛教育・相談の実践の 3 群を実施す

るため、統計学的な見地を踏まえデザインを行い、

介入を実施、追跡調査が終了した。 

 

平成 30 年度 

産業衛生の現場で、医療者でなくとも理解できる

ように、内容に留意して「腰痛の予防手法のマニュ

アル」を作成した。 

 

C. 研究結果 

平成 28 年度 

文献をもとに以下の情報を整理した。 
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A．職業性腰痛は社会的な問題 

厚生労働省の国民生活基礎調査において、腰痛の

有訴率は男性で 1 位、女性では肩こりについで 2 番

目に多い愁訴である 1)。我が国における腰痛の生涯

有病率は 83.5%とされ、腰痛により仕事を含む社会

活動を休んだことがある者は 25%と報告されており、

腰痛は国民病ともいえる重要な健康問題である 2)。

また、世界疾病負担研究において、Years Lived with 

Disability（YLDs）、つまり健康でない状態で生活す

る年数を指標とする統計では、301 の疾患や傷病の

うち、腰痛がトップに位置しており、社会的損失や

健康面への影響が大きく、世界的かつ社会的な問題

である 3, 4)（図 1）。 

職場においても腰痛に悩む人は少なくない。厚生

労働省の発表した業務上疾病発生状況等調査による

と、腰痛により 4 日以上を休業した業務上疾病の発

生件数は、長年にわたり全職業性疾病の約 6 割を占

め第 1 位となっている 5)。業種別にみると、運輸交

通業、保健衛生業、製造業、商業・金融・広告業、

貨物取扱業などが、業務上疾病による腰痛発生が多

く、特に近年では、保健衛生業の腰痛が最も顕著な

増加となっており、医療介護現場での腰痛対策は喫

緊の課題といえる。実際に、我が国における職業性

腰痛により使用される年間医療費は約 820 億円で、

増加傾向にある 6)。また近年では、アブセンティズ

ムとプレゼンティズムを合わせた労働損失が腰痛に

おいて大きいことも問題視されてきており 7, 8)、企業

の健康経営に関わる問題でもあるといえる。Wada

らは、国内の勤労者 6777 名を対象にうつ症状および

それに随伴する主要症状における労働損失の状況を

調査している 7)。その結果、100 人当たりに換算した

労働損失は、20 代を除いて「腰痛・頚部痛」が最も

大きく、また 1 人当たりの 1 カ月の労働損失は、プ

レゼンティズムのほうがアブセンティズムよりも概

ね大きいことが示されている。慢性腰痛とうつの関

連を調べた研究では、慢性腰痛患者の中でも抑うつ

（PHP-9≥10）を伴う患者の方が、健康関連 QOL が

低く、プレゼンティズムを含む労働損失が大きいこ

とが報告されている 9)。 

 

B．身体的アプローチの現状 

 職業性腰痛に対する対策として、椅子・机の調整、

ボディメカニクスを基にした安全な介助動作、福祉

機器や補助具の使用など、身体的側面に対するアプ

ローチがなされてきた。人間工学的要因による職業

性腰痛は世界的にも以前から問題視されており、職

場での障害の 3 分の 1 は、職業に関連した人間工学

的要因（occupational ergonomic factors）に起因す

る腰痛である 10)。 

オランダの研究グループが政府と協働して、持ち

上げ動作による作業負荷を軽減し、職業性腰痛を予

防するための診療ガイドラインを作成している。オ

ランダ医療改善研究所（ Dutch Institute for 

Healthcare Improvement）の基準に基づき、エビデ

ンスを整理したところ（A: strong, B: moderate, C: 

limited, D: consensus）、腰ベルトは効果なし（A）

とされている一方、患者に対するリフトの使用（A）、

スライディングシート・ボードのような物を利用し

て水平方向の移動距離や摩擦を減らす（A）などには

一定の効果があるとされている 11)（表 1）。厚生労働

省の「腰痛予防対策指針」12)の中にも“全介助の患

者には、（中略）、原則として人力による人の抱上げ

は行わせないこと”と記載されており、我が国にお

いても No lift policy の早期導入が必要であろう。 

Coenen らは、仕事中の持ち上げ動作が腰痛に与え

る影響を調査した研究のレビューを行い、25kg 以上

のものを持ち上げることや1日に25回以上持ち上げ

動作を行うと、腰痛の年間発症率を各々4.3%、3.5%

増加させると報告している 13)。 

 

C．職業性腰痛の原因は「身体的要因」のみならず「心

理社会的要因」も 

上述の身体的側面へのアプローチは、腰痛対策には

必須であることは周知の事実であるが、職業性腰痛
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はいまだ克服されたとは言い難い。腰痛受診者の約

85%以上が画像所見では腰痛の起源や予後を説明で

きない、いわゆる非特異的腰痛 14)に分類されること

や、これまでの産業における人間工学的アプローチ

では腰痛対策が不十分であること 15)もあり、職業性

腰痛のリスク因子に心理社会的要因も重要視される

ようになっている 16, 17)。欧米の職業性腰痛のマネジ

メントに関する診療ガイドラインでは、解剖学やバ

イオメカニクスなどに基づく従来の生物医学的なア

ドバイスはほとんど効果が無く、一方で後述する恐

怖回避思考やセルフケアを踏まえた情報提供や助言

は機能障害の改善に有益であるとされている。特に、

仕事に関連した個々の心理社会的要因は症状の遷延

化と機能障害に影響し、かつ治療やリハビリテーシ

ョンへの反応にも影響を及ぼすと強調している 18)。

我が国では、上述した厚生労働省による業務上疾病

発生状況等調査を踏まえ、同省は「腰痛予防対策指

針」（2013）を 19 年ぶりに改訂した。この新指針の

注目すべき点は、腰痛の新規発症要因として、「動作

要因」「環境要因」「個人的要因」に加えて、「心理・

社会的要因」が追加されたことである。松平らは、「仕

事に支障をきたす非特異的腰痛」に着目し、その新

規発生および遷延化のリスク因子を探索することを

目的として、首都圏の多業種勤労者 5,000 名以上を

対 象 と し た コ ホ ー ト 研 究 で あ る Japan 

epidemiological research of Occupation-related 

Back pain（JOB）study を実施している。多変量解

析の結果、腰痛の既往があること、持ち上げ動作が

頻回であることに加えて、職場での対人関係ストレ

スが仕事に支障をきたす腰痛の新規発症に関わる重

要な危険因子として認められた 19)。仕事に支障をき

たす腰痛への移行や遷延化に関わる重要な因子とし

ては、仕事への満足度、上司からのサポート不足、

働きがい、不安、身体化などが抽出された 20, 21)（図

2）。これらは、欧米の報告でも認められている心理

社会的要因と同様である。 

 さらに、松平らは都市圏に在住の勤労者 3899 名を

対象とした横断研究において、仕事の満足度や職場

のサポートなどの仕事上の心理社会的要因を調整し

ても、仕事の個人的要因ともいえるワーカホリズム

傾向の強さが、メンタルヘルスの不調のみならず、

仕事の支障をきたす腰痛にも関連していることを報

告している 22)。 

 

D．医療者の対応で注意することは・・・ 

 上述のように、職業性腰痛は身体的負荷要因だけ

ではなく、心理社会的要因も関与していることが我

が国を含む世界各国の研究から明らかになってきて

いる。まずはその事実を医療者が把握することが腰

痛対策の第一歩であると考える。また、心理学的要

因の中でも注目されている概念の 1 つに恐怖回避思

考（Fear-Avoidance Beliefs）があり、評価ツールの

代表的なものとして、Work items と physical 

activity items から構成され世界で広く使用されて

きた Fear-Avoidance Belief Questionnaire（FABQ）

がある 23-25)。これは、痛みに対する不安や恐怖感、

自分の腰に対するネガティブなイメージから、過度

に活動を制限（回避）する思考・行動のことをいう。

腰痛の慢性化の予後規定因子である心理社会的要因

（yellow flag sign）の中でも、この恐怖回避思考は

機能障害や職場復帰の予後に強く影響し、最も重要

視すべきものとされている 26, 27)。勤労者の腰痛を慢

性化させないために、上記概念を考慮した早期のス

クリーニングが必要と考えられる。英国 Keele 大学

で開発され、腰痛の慢性・難治化リスクを簡便に評

価 す る STarT （ Subgrouping for Targeted 

Treatment）Back スクリーニングツール 28)は、心

理・認知面への配慮が必要な患者の判定に有用なツ

ールであり、松平らはその日本語版を作成し 29, 30)、

腰痛の慢性化（6 ヶ月後）の予測に役立つことを報

告している 31)。 

 また、画像所見を強調して、患者自身の腰にネガ

ティブなイメージを与えることは、上記の恐怖回避

思考を強めることに繋がりかねないため、避けるべ
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きである。さらに、医療者の安易な安静指示も恐怖

回避思考・行動を助長し 32)、回復に悪影響を与える

ことが明らかとなっているため注意が必要である。

実際に、急性腰痛（ぎっくり腰）の患者で安静を指

示された群と活動を維持するよう指示された群では、

1 年後のぎっくり腰の再発率は安静をしていた場合

は 3.6 倍のリスクがあるとされている 33)。 

 

E．我々が提唱する運動介入 

腰痛による病欠（休業）を減らすための身体コン

ディショニング（Physical conditioning：仕事に関

連した運動指導、筋力や柔軟性の改善）に関するシ

ステマティックレビューによると、現時点ではまだ

介入の有効性は示されていない 34)。一方で、近年

JAMA Intern Med に報告された腰痛の再発予防を

主とする論文のシステマティックレビューは興味深

い 35)。6133 件の研究から、23 件の論文が採択され、

そこに含まれる 21 の RCT 研究における参加者

30850 名が解析対象とされた。その結果、エクササ

イズ単独でも腰痛予防に有益であるが、エクササイ

ズと教育のコンビネーションが腰痛発症のリスクに

最も有益な可能性が高いことが示された。一方、教

育単独や腰ベルトの効果は乏しいとのことである。

我々は、煩雑では無く簡便でかつ合理的で教育も加

味した運動として、“これだけ体操”を提唱している。

一般的に腰痛患者は、腰椎伸展時に痛みや制限を伴

い、骨盤が後傾していることが多く、伸展方向のス

トレッチが奏功しやすい 36)。立位で骨盤を前に押し

込みつつ体幹を伸展する“これだけ体操”を某社会

福祉法人の介護職員に実践してもらった結果、対照

群と比べて 1 年後の腰痛発生状況が有意に改善した

との知見が得られている 37, 38)。腰痛対策にはセルフ

マネジメントが重要であることは言うまでもない 39)

が、シンプルかつ継続性の高い上記の体操をその意

義を理解した上で実践していくことは、勤労者にお

いてもセルフマネジメントにつながる有効な一手段

であると考える。 

 

F．おわりに 

勤労者の腰痛に対するリスクを身体的および心理社

会的側面の双方から早期にかつ的確に把握すること

で職業性腰痛の発症・遷延化を回避できる可能性は

高い。職場での腰痛対策は、個人の健康問題のみな

らず、労働生産性などの社会経済的（健康経営の）

観点からも企業にとって重要な課題である。まずは

現状の把握に努め、現場に応じた身体的負荷要因お

よび心理社会的要因の両輪を踏まえた腰痛対策が重

要であると考える。 

 

平成 29 年度 

 以下の研究プロトコールの通りに、ベースライン

調査を実施した。 

 

1) 施設をクラスターとした無作為比較試験 

選択基準:選定された労災病院に勤務する成人（20 歳

以上）看護師、本研究の趣旨に賛同し同意を得た者 

除外基準：妊婦，あるいは妊娠の疑いがある場合、

腰椎伸展により症状が誘発される腰部脊柱管狭窄症

と診断されたことがある者、研究の同意を撤回した

者 

2) 対照（無介入）、腰椎伸展体操の普及・実践、B

の介入+産業理学療法士による腰痛教育・相談の実践

の 3 群 

3) 北海道中央（看護師数：156）、東北（407）、関東

（562）、横浜（667）、新潟（274）、浜松（256）、旭

（182）、大阪（720）、関西（674）、中国（391）、愛

媛（193）、長崎（285）、総計 4,767 名。以上 12 労

災病院（施設）のをクラスターとし、病床・看護師

数、看護師の男女数・平均年齢を割付調整因子とし、

コンピューターの乱数表を用い、3 群（4 施設ごと）

に無作為割付する非盲検試験を行った。 

4) A 群は北海道中央、横浜、大阪、浜松の 1,799 名、

B 群は関東、旭、中国、長崎の 1,420 名、C 群は東

北、新潟、関西、愛媛の 1,548 名、全体で 4,767 名
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にアンケートを配布した。全体でのアンケート回収

数は 3,439 名分で、回収率は 72.1%だった。各群の

回収数は A 群 1,319 名、B 群 1,000 名、C 群 1,120

名であり、回収率はそれぞれ 73.3%、70.4%、72.4%

であった。 

回収したアンケートのうち 58 名に不備があったた

めベースライン解析には 3,381 名分のアンケートを

利用した(A群 1,292名、B群 987名、C 群 1,102名)。 

ベースライン調査での各群の背景情報は以下のとお

りである： 

 

 

 

  A 群 B 群 C 群 

年齢 
35.5  

(35.0-36.1) 

35.1  

(34.5-35.8) 

35.5  

(34.9-36.1) 

性 

男性（％） 
6.7 5.3 4.2 

BMI 
21.2 

(21.0-21.3) 

21.5 

(21.3-21.6) 

21.1 

(20.9-21.3) 

StarTBack 

high risk(%) 
2.2 2.8 2.2 

FABQ 

15 点以上（％） 
27.7 30.2 29.6 

EQ5D 
0.88 

(0.87-0.89) 

0.87 

(0.86-0.88) 

0.88 

(0.87-0.89) 

上表内の（ ）には 95%信頼区間を示した。 

各群の背景情報の分布は上表に示すとおりであり、

全ての群で似通った傾向であった。 

 

 

⑥6 か月後の追跡調査時の、各群の回収数は A 群 949

名、B 群 706 名、C 群 751 名、計 2,406 名であり、

追跡率はそれぞれ 71.9%、70.6%、67.0%で、全体で

は 70.0%あった。以下に追跡可能だった症例のベー

スライン時における各群での背景情報を記載する。 

 

  A 群 B 群 C 群 

年齢 
36.8  

(36.1-37.5) 

36.1  

(35.3-36.9) 

35.1  

(34.7-36.3) 

性 

男性（％） 
7.1 6.3 6.2 

BMI 
21.3 

(21.1-21.5) 

21.6 

(21.3-21.8) 

21.2 

(20.9-21.4) 

StarTBack 

high risk(%) 
2.0 2.1 1.9 

FABQ 

15 点以上-BL

（％） 

26.8 28.9 29.1 

EQ5D-BL 
0.88 

(0.87-0.89) 

0.87 

(0.86-0.88) 

0.88 

(0.87-0.89) 

EQ5D-6M 
0.88 

(0.87-0.89) 

0.87 

(0.86-0.88) 

0.89 

(0.89-0.90) 

 

 上表内の（ ）には 95%信頼区間を示した。 

各群の背景情報の分布は上表に示すとおりであり、

全ての群で似通った傾向であった。前述した全例で

のベースライン調査での各群の背景情報追跡可能例

とでは、背景情報の傾向は異ならなかった。 

 

本研究の主要評価項目は腰痛の自覚的改善度である。 
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各群の改善、不変、悪化の割合(%)を上図に示す。

A,B,C 群での改善の割合は,13.3%、23.5%、22.6％で

あった。悪化の割合は 13.0%、9.6％、8.1%と介入の

度合いが高いほど減少していた（Cochran-Armitage 

の傾向検定:P< 0.0001）。 

 

腰痛予防対策の実行度(%)を下図に示す 

 

 

A,B,C 群での実行度の割合は 15.6%、64.9%、

48.8％であり A 群（コントロール群）での実行度が

低くなっていた（カイ 2 乗検定：残差分析 p<0.05）。 

 

腰痛の改善を目的変数として、背景を調整しても介

入治療効果が認められるかに関して多変量解析

（Logistic 回帰分析）を用いて検討した。雇用の安

定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）をもとに、

45 歳以上を「中高年齢者」と、また BMI 25 以上を

肥満と定義した。 

 

  Odds 比 95%信頼区間 p 値 

性（男性） 1.0  (0.7-1.7) 0.89  

中高年齢者 0.9  (0.7-1.1) 0.36  

肥満 0.8  (0.6-1.1) 0.10  

StarTBack 

high risk 
0.8  (0.4-1.6) 0.70  

FABQ 

15 点未満 
1.4  (1.1-1.7) 0.01  

A 群 vs. B 群 2.1  (1.6-2.7) <0.0001 

A 群 vs. C 群 2.0  (1.5-2.6) <0.0001 

 

多重共線性を検討するために、各説明変数の分散

拡大係数:variance inflation factor (VIF) を算出し

た。この結果、性（男性）・中高年齢者・肥満・

StarTBack high risk・FABQ15 点未満・治療 B 群・

治療 C 群で、それぞれ 1.0、1.0、1.0、2.1、1.1、1.3、

1.3 でいずれも 10 を超えておらず、説明変数間に多

重共線性は生じていないものと判定した。 

多変量を調整した Logistic 回帰分析の結果、B の介

入（腰椎伸展体操の普及・実践）、C の介入（B の介

入+産業理学療法士による腰痛教育・相談の実践）と

も有意に腰痛を改善（コントロール群の約 2 倍）す

ることが分かった。また FABQ が 15 点未満であるこ

とは腰痛改善の因子であることが明らかになった。 

 

平成 30 年度 

 

専門家による協議の元、以下の５つの大項目に関し

て情報を整理した。 

 

１.腰痛とは 

0 50 100

C

B

A

改善

不変

悪化

0 50 100

C

B

A

実行

未実行
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２.腰痛対策をする意義 

３.腰痛対策の実際 

４.実施内容 

５.取り組み事例 

 

それぞれの詳細に関しては以下に記載する。 

１.腰痛とは 

腰痛は腰や殿部、背部での痛み、不快感の総称で

す。症状は、突然起きる場合や、徐々に症状が発現

し、特に誘因が見当たらないこともあります。 

ここでは、産業保健現場における腰痛対策マニュア

ルであることから、大きな外傷や重篤な病態、原因

疾患（感染、癌の転移、骨折、椎間板ヘルニア、大

動脈瘤、尿路結石、子宮内膜症など）が考えられる

特異的腰痛※は含まず、明らかな原因疾患がない基

本的に心配の要らない非特異的腰痛に対する対策に

ついてお伝えします。※「横向きで寝ている状態(安

静)にしていても疼くことがある」場合は、重篤な病

気が潜んでいる特異的腰痛の可能性があるので、す

ぐに病院を受診する必要があります。また、「腰痛だ

けでなくお尻から太ももや膝下へ放散する痛み・し

びれ」を伴う場合は、神経の障害があることが疑わ

れるので、早めに専門医へ相談したほうがよいでし

ょう。 

非特異的腰痛は再発することがありますが、比較的

短期間（通常せいぜい 2～3 週間、長くても 3 ヶ月以

内）で改善します。たいていは、通常の仕事に手助

けなしに復帰していきますが、ときおり、症状が持

続し長期にわたって運動や仕事に支障をきたすケー

スがあります。 

 

非特異的腰痛の原因は、不良姿勢や持ち上げ動作と

いった腰への物理的負担（腰まわりに蓄積された負

担のことを、イメージしやすいよう「腰痛借金」と

名付けています。）だけでなく、職場でのストレスや、

腰痛が悪化する事への不安感が脳機能の不具合を起

こし、筋肉の緊張や痛みの過敏化を引き起こす(図 1）、

最近の脳科学で明らかになってきています。両者は

しばしば一緒に起こることがあるため、腰痛対策と

して、従来の動作要因・環境要因・個人的要因によ

る腰への負担だけでなく、職場での人間関係や仕事

の満足度などの心理社会的要因にも配慮が必要とな

ります。 

 

２.腰痛対策をする意義 

腰痛は、YLDs（Years Lived with Disability：疾

病や症状により支障をきたす年数）という指標にお

いて昔も今も第 1 位であり、生涯有病率は 8 割を超

えます。また、「休業 4 日以上の腰痛届け出は、長年

にわたり業務上疾病全体の 6 割を占め（第 1 位）、約

5000 件にのぼる」「最も就労に影響を与えている症

状は、アブセンティーズム（病気などの理由で欠勤

や休職、遅刻・早退する事）とプレゼンティーズム

（何らかの疾患や症状を抱えながら出勤し、業務遂

行能力や労働生産性が低下している状態）を併せて、

世代を問わず腰痛である」といったデータがあるこ

とから、腰痛対策を実施することで従業員の健康増

進はもちろん、生産性の向上も期待されます。 

また、腰痛対策として実施した体操が結果的に、コ

ミュニケーションの向上や仕事への意欲向上などの

効果を示すケースもあります。 

 

３.腰痛対策の実際 

実マニュアルを参照  

 

４.実施内容 

①教育 

腰痛予防には、運動と教育の併用が有用であるため、

体操だけではなく、その体操の意義や、腰痛の最新

知見なども伝えることが改善に役立ちます。例えば、

下記に示すような内容を伝えると良いでしょう。 

 腰痛の発生要因に心理社会的要因も関与してい

る 

 腰に負担のかかりにくい姿勢について 
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 非特異的腰痛の場合は、可能な範囲で日常生活

を送ったほうが、再発率も低く治りも早い 

 

「私の腰痛は決して良くならない」、「この痛みには

耐えられない」、「私は痛みに対処できない」などの

痛みに対する歪んだ認知（思考）が負のスパイラル

を始動し、痛みに対する不安、恐怖からの回避行動

（腰を大事にする、腰痛ベルトを常につける、腰に

負担がかかる作業はしない、仕事を休むなど）を助

長します。不活動が、抑うつ、社会生活への適応障

害ももたらし、さらに痛みは遷延化させます。 

 

②体操 

物を持つなど、日常のちょっとした動作で無防備

に前にかがんだりすると、骨盤が後傾して背中や腰

を痛めやすくなります。そんな時に、以下のような

姿勢を無意識に取れるようになると、日常生活での

腰への負担も軽減できるようになります。 

1.両手の中指を肩の骨に当て胸を張る。 

2.肩甲骨を寄せ胸を張ったまま、お尻を突き出す感

じで上体を太ももの付け根（股関節）から前にゆっ

くりと倒す。骨盤を前に倒すイメージで行い、ハム

ストリングス（太もも裏）が痛気持ちいい感じで伸

びていることを感じる。 

3.何かを持ち上げる時は、この姿勢から膝を曲げる

と腰に大きな負担が掛からない。腰に大きな負担の

かかる重量挙げの選手がバーベルを持ち上げる時の

姿勢に近い。 

 

職場でのぎっくり腰は、身体反応の低下している午

前中、次に昼休憩後の 14～15 時に発生しやすいこと

がわかっています。その為、実施タイミングは、

STEP1 朝の始業時、STEP2 昼休憩時、STEP3 作業

に応じてその都度実施するのが望ましいでしょう。 

 

５.取り組み事例 

以下の 5 項目に関して実例をあげて紹介。実マニュ

アル参照 

 

①朝礼時にみんなでこれだけ体操®を実施 

②食堂にこれだけ体操®のポスターを掲示 

③社内イントラネットを使用 

④コピー機に体操を掲示し、体操実施を促進 

 

D, E. 考察および結論 

ポピュレーションアプローチに基づいた腰痛予防

の介入研究を行い、介入群で腰痛の自覚的改善度、

腰痛予防対策の実行度が高くなっていることが明ら

かになったことにより、本研究で実施した介入手段

（腰椎伸展体操）の有用性が示唆された。 

「職場での腰痛対策の進め方」のタイトルにて「腰

痛の予防手法のマニュアル」作成した。今後、同マ

ニュアルの普及の実践に努める所存である。 

 

F. 健康危険情報 

 該当なし 
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